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新実施計画事業（施策評価）の見方 

 

事業番号 102 介護予防の総合的な推進 

重点政策 2 主管部 高齢福祉部 関連部 総合支所、世田谷保健所 

 

(1)  事業目的 

高齢者が安心していきいきと生活できるまちをつくります。 

 

(2) 4年間の取組み方針 

①・介護予防の重要性についての普及啓発や効果的な介護予防事業の展開を図ります。 

②・地域包括ケアの地区展開等により創出・拡充される地域資源を活用しながら、区民同士の支え

あいの体制づくりを推進します。 

③・高齢者が地域において自立した生活を続けていくために、地域ケア会議の活用や研修の実施等、

あんしんすこやかセンター職員等の資質向上のための取組みにより、介護予防ケアマネジメン

トの質の向上を図ります。 

 

(3) 実現に向けた取組み（行動量）の実績 

方針 項目 
平成 30年度 
（2018年度） 

令和元年度 
（2019年度） 

令和 2年度 
（2020年度） 

令和 3年度 
（2021 年度） 

総量 

① 

介護予防普及

啓発講座の実

施 

当初計画 940回 940回 960回 960回 3,800 回 

修正計画 ― ― ― ― ― 

実績 1,003 回    1,003 回 

世田谷いきい

き体操普及啓

発の実施 

当初計画 46 団体 46 団体 46 団体 46 団体 184団体 

修正計画 ― 77 団体 77 団体 77 団体 277団体 

実績 47 団体    47 団体 

 ② 

住民主体サー

ビス研修等の

実施 

当初計画 7 回 7 回 7 回 7 回 28 回 

修正計画 ― ― ― ― ― 

実績 6 回    6 回 

「支えあい」

の意識醸成の

ための普及啓

発講演会等の

実施 

当初計画 3 回 3 回 5 回 5 回 16 回 

修正計画 ― ― ― ― ― 

実績 6 回    6 回 

③ 

介護予防ケア

マネジメント

研修の実施 

当初計画 2 回 2 回 2 回 2 回 8 回 

修正計画 ― ― ― ― ― 

実績 2 回    2 回 

介護予防ケア

マネジメント

巡回点検の実

施 

当初計画 14 回 14 回 14 回 14 回 56 回 

修正計画 ― ― ― ― ― 

実績 14 回    14 回 

 

施策名 

基本計画に掲げる 6 つの重点政策を構成する事業の場合は、該当する重点政策の番号を記

載 

 

基本計画における施策等を達成するため、当事業が目指す姿を記載 

 

4年間の年次別計画を記載（年度経過後は実績） 

取組みの進捗状況等に応じ、修正計画を記載 

 

「（2）4年間の取組み方針」に対応する

番号を記載 

「総量」欄には、積み上げ可能な行動量

の合計を記載 

行動量が定性的な場合は「－」を記載 
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(4) 実現に向けた取組み（行動量）の主な実績の詳細 

○介護予防普及啓発講座の実施    

お口の元気アップ教室    64回     認知症予防プログラム 110回 

はつらつ介護予防講座   559回     介護予防講演会         1回 

まるごと介護予防講座   120回     いきいき講座         116回 

認知症予防講演会         6回     物忘れチェック相談会  22回 

ファイブ・コグ結果説明会 4回     うつ予防講演会         1回 

○世田谷いきいき体操及啓発の実施   47団体 

 平成 30 年度は当初計画に対し実績が上回ることとなったが、令和元年度より、これまでの

団体向けの個別の説明会に加え、各種介護予防講座などこれまで以上に普及啓発の場を増やす

こととしたため、団体数の増加を見込み令和元年度以降の計画を修正した。 

○住民主体サービス研修等の実施 

 運営リーダー向け基礎研修 5回 

フォローアップ研修      1回 

○「支えあい」の意識醸成のための普及啓発講演会等の実施 

 ワークショップ   3回    介護予防講演会  1回 

その他の取組み  2回（介護の日、せたがや福祉区民学会） 

○介護予防ケアマネジメント研修の実施 

 初任者向け研修    1回 

現任者向け研修    1回 

○介護予防ケアマネジメント巡回点検の実施 

 介護予防ケアマネジメント巡回点検 14回（14あんしんすこやかセンター） 

 

(5) 区民・事業者との参加と協働により進める取組みの実績 

○住民主体の介護予防や「支えあい」意識醸成のための普及啓発 

 区民にとってわかりやすく、効果的な普及啓発の効果を見込んで、介護予防講演会及び区民

参加型ワークショップのほか介護の日等のイベントにおいて、世田谷いきいき体操や地域デイ

サービスの活動団体などの関係機関と連携することで、区民の実体験に基づき効果的な普及啓

発を行った。 

○多様な担い手によるサービスの充実 

 関係者間の連携を図るとともに、ノウハウの共有やモチベーションの向上を見込んで、地域

デイサービスの活動団体や、社会福祉協議会などの関係機関と連携し、住民主体サービスの研

修及び活動団体交流会等を行った。 

 

(6) 財務分析 

1) 新実施計画事業を構成する予算事業                               

予算事業名 所管課名 

3488 介護予防施策推進事業 介護予防・地域支援課 

41080 一般介護予防事業※ 介護予防・地域支援課 

41081 介護予防・生活支援サービス事業※ 介護予防・地域支援課 

※介護保険事業会計 

 

 

 

 

 

「(3) 実現に向けた取組み（行動量）

の実績」にて、数量で表記している取

組みの詳細を記載 

施策を構成する予算事業と所管課を記載 

※当該事業単独での決算額がない場合はその旨を記載 
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2) 財務関連データ 

①行政コスト計算書                                        （千円） 

勘定科目 
平成 30年度 

（2018年度） 

令和元年度 

（2019年度） 

令和 2年度 

（2020 年度） 

令和 3年度 

（2021年度） 

通常収支の部 収支差額(a=b+e) △ 46,969       

  

行政収支の部 収支差額(b=c-d) △ 46,969       

  

行政収入(c) 454,330       

  

国庫支出金 107,462       

都支出金 60,674       

使用料及び利用料 ―       

その他 286,194       

行政費用(d) 501,299       

  

人件費 49,824       

物件費 238,496       

  うち委託料 234,689       

維持補修費 ―       

扶助費 ―       

補助費等 208,297       

投資的経費 ―       

減価償却費 ―       

その他 4,683       

金融収支の部 収支差額(e) ―       

特別収支の部 収支差額(f) ―       

当期収支差額(a+f) △ 46,969       

 

②平成 30年度（2018年度）の施策に関わる人員 

係長 係員 
再任用 

（短） 非常勤 計 

1.65 3.05 0.00 2.95 7.65 

     

3) 行動量の単位あたりコスト                                                              （千円） 

方

針 
取組み項目 

平成 30年

度（2018

年度）実

績(a) 

単
位 

人
員
（
人
） 

フルコスト 

(b=e+f) 

フルコスト内訳 
単位あた

りコスト 

(b/a) 

差引直接コスト(e=d-c) 差引間接 

コスト 

(f) 

収入(c) 費用(d) 

 内人件費 

① 

介護予防普及

啓発講座の実

施 

1,003 回 0.12 4,758 39,087 43,695 665 150 

5  
※1 

1人あたり 

294円 

世田谷いきい

き体操普及啓

発の実施 

47 
団

体 

0.45 

1,046 4,060 4,542 2,492 564 22 

② 

住民主体サー

ビス研修等の

実施 

6 回 0.09 176 663 719 611 120 29 

「支えあい」の

意識醸成のた

めの普及啓発

講演会等の実

施 

6 回 0.20 527 2,446 2,722 1,108 251 

88  
※2 

1人あたり 

5千円 

新実施計画事業を構成する予算事業の経費等を合算

した行政コスト計算書を掲載 

施策に関わる人員は、各施策の事務分担

割合により算出 

単位あたりコストには、取組み（行動量）を

実施する直接的な経費だけでなく、準備段階

やアフターフォローの経費も含まれること

に注意 

「取組み項目」による単位あたりコストを表記する

ことが必ずしも適当でない場合は、更に詳細な単位

あたりコストを「コスト面に関する評価」欄に記載 
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方

針 
取組み項目 

平成 30年

度（2018

年度）実

績(a) 

単
位 

人
員
（
人
） 

フルコスト 

(b=e+f) 

フルコスト内訳 
単位あた

りコスト 

(b/a) 

差引直接コスト(e=d-c) 差引間接 

コスト 

(f) 

収入(c) 費用(d) 

 内人件費 

③ 

介護予防ケア

マネジメント

研修の実施 

2 回 0.08 147 

643 

683 630 107 

74 
※3 

1人あたり 

2千円 

介護予防ケア

マネジメント

巡回点検の実

施 

14 回 0.15 947 414 

1,036 

959 325 68 

そ
の
他
（
予
算
事
業
別
） 

介護予防施策推進事業 0.85 4,217 4,664 7,060 6,609 1,821 ― 

一般介護予防事業 2.93 20,838 146,015 163,180 16,226 3,674 ― 

介護予防・生活支援サービス事業 2.78 25,043 256,337 277,662 20,524 3,719 ― 

政策経費小計 7.65 57,700 454,330 501,299 49,824 10,731 ― 
総合計 7.65  57,700 454,330 501,299 49,824 10,731 ― 

   

(7) 事業の成果 

方

針 
成果指標 

策定時 

平成 29年度 
（2017 年度） 

平成 30年度 
（2018年度） 

令和元年度 
（2019年度） 

令和 2年度 
（2020年度） 

令和 3年度 
（2021年度） 

目標 

4 年後の目

標に対する

達成状況 

② 

一般介護予防事業参

加者数（年間） 
15,800 人 16,178 人   16,600 人 47.3% 

介護予防自主活動グ

ループ数 

190 

グループ 

255 

グループ 
  

270 

グループ 
81.3% 

②

③ 
住民参加型・住民主

体型サービス利用者

数 

・訪問型 

サービス  

80 人 

・通所型 

サービス  

90 人 

・訪問型 

サービス 

108人 

・通所型 

サービス 

138人 

 

 

・訪問型 

サービス 

190人 

・通所型 

サービス  

240人 

・訪問型 

サービス 

25.5% 

・通所型 

サービス 

32.0% 

住民参加型・住民主

体型サービスの担い

手の数 

・訪問型 

サービス  

450人 

・通所型 

サービス 

15 団体 

・訪問型 

サービス 

552人 

・通所型 

サービス 

15 団体 

  

・訪問型 

サービス  

650人 

・通所型 

サービス  

43 団体 

・訪問型 

サービス  
51.0% 

・通所型 

サービス 

0.0% 

 

(8) 成果の達成状況に対する評価等 

1) 成果の達成状況に対する評価（達成状況、要因分析、コスト面の評価） 

○成果の達成度 

一般介護予防事業参加者数（年間）の達成状況は 47.3％で、平成 30 年度の目標値 16,000

人に対して 16,178人となり、目標を達成した。 

 介護予防自主活動グループ数の達成状況は 81.3％で、平成 30 年度の目標値 210 グループに

対して 255グループとなり、目標を達成した。 

住民参加型・住民主体型サービス利用者数のうち訪問型サービスの利用者数の達成状況は

新実施計画（後期）の 4年間で積み上

げたい目標値に対して、当該年度時点

でどこまで達成できたかを表記して

いる。 

基本的には以下の計算式で算出する。 

（当該年度の実績－策定時の値） 

（4年後の目標値－策定時の値） 

施策の成果を測る成果指標を記載 

平成 30年度から数値を把握する

予定のものは「―」を記載 

 フルコスト、単位あたりコストに基づく分析に

より、各事業の取組みごとに経費の適正化に向

けた課題を抽出、成果目標の達成に至らなかっ

た取組みについては、要因分析を踏まえ課題を

明確化して記載 
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25.5％で、平成 30年度の目標値 100人に対して 108 人となり、目標を達成した。 

住民参加型・住民主体型サービス利用者数のうち通所型サービスの利用者数の達成状況は

32.0％で、平成 30年度の目標値 120人に対して 138 人となり、目標を達成した。 

住民参加型・住民主体型サービスの担い手の数のうち訪問型サービスの達成状況は 51.0％

で、平成 30年度の目標値 500人に対して 552人となり、目標を大きく上回った。 

住民参加型・住民主体型サービスの担い手のうち通所型サービスの達成状況は 0.0％で、平

成 30 年度の目標値 22 団体に対して 15 団体と目標どおりに担い手を増やすことができなかっ

た。 

 

○各成果（指標）の達成状況の要因分析 

一般介護予防事業参加者数（年間）は、あんしんすこやかセンター等と連携し介護予防の普

及啓発を行うことにより、高齢者に介護予防の取組みに興味関心を持ってもらうことができた

ため、参加者の増加につながった。 

介護予防自主活動グループ数は、社会参加による介護予防の普及啓発や、世田谷いきいき体

操の普及啓発、あんしんすこやかセンター等による自主グループの立上げ支援等により、新規

立上げ及び継続団体が増えたことが要因である。 

住民参加型・住民主体型サービス利用者数のうち訪問型サービスの利用者数、通所型サービ

ス利用者数のいずれも、サービスの担い手の増加に伴い利便性が高まったことと併せ、介護予

防ケアマネジメント研修や介護予防ケアマネジメント巡回点検の実施により、介護予防ケアマ

ネジメントの質の向上が図られ、適切なサービス利用につながったことが要因である。 

住民参加型・住民主体型サービスの担い手の数のうち訪問型サービスは、社会福祉協議会と

連携を図り、養成研修の募集案内等の区のおしらせへの掲載や、世田谷線のポスター掲示、区

政ＰＲコーナーの活用等周知方法や機会の拡大などに努めたことにより、区民の関心が高まり

担い手の増加につながった。 

 住民参加型・住民主体型サービスの担い手のうち通所型サービスが伸び悩んだ要因は、ＰＲ

の不足により事業の認知度が上がらなかったこと、普及啓発事業の対象として想定した年齢層

（60 歳代前後）と実際の参加者の年齢層（70 歳代後半）が異なり、担い手につながらなかっ

たことが大きい。また、活動場所や支援メンバーの確保など、活動開始までの準備に時間を要

することも大きな要因のひとつである。 

 

○コスト面に関する評価 

 介護予防普及啓発講座の実施は、講座 1 回あたり 5 千円（参加者 1 人あたり 294 円※1）で

あるが、参加者が介護予防活動に興味を持ち、修了後に自主活動グループ等で介護予防活動を

継続することにより、自主活動グループの増加につながるなど成果を挙げており、成果に照ら

して妥当な金額である。 

世田谷いきいき体操普及啓発の実施は、実施 1 団体あたり 22 千円であるが、より普及啓発

効果を高めるため、地区単位で実施する普及啓発事業で使用する物品の購入費等初期投資分も

含むことを鑑みると、政策目的達成のために必要な投資コストである。 

地域デイサービスなどの住民主体サービス研修等の実施コストは、研修 1 回あたり 29 千円

であるが、15 人～20 人の修了生にサービスの担い手として活動してもらうことを鑑みると、

政策目的達成のために必要な投資コストである。また、修了生が所期のねらいどおり地域デイ

サービスの運営リーダーとして活躍することで利用者の増加にもつながるなど成果を挙げて

おり、成果に照らしても費用対効果は高い。 

「支えあい」の意識醸成のための普及啓発講演会等の実施は、1回あたり 88千円（参加者 1

人あたり 5 千円※2）であるが、参加者に今後地域の担い手として活動してもらうための地域

人材の発掘を目的とした事業であることを鑑みると、政策目的達成のために必要な投資コスト

である。 

介護予防ケアマネジメント研修の実施は、研修 1 回あたり 74 千円（参加者 1 人あたり 2 千

円※3）であるが、個々の高齢者のニーズに合わせ適切な支援につなぐための介護予防ケアマ

ネジメントの質の向上を目的とした事業であることを鑑みると、政策目的達成のために必要な



67

新実施計画事業（施策評価）の見方 

投資コストである。 

介護予防ケアマネジメント巡回点検の実施は、巡回 1 回あたり 68 千円であるが、介護予防

ケアマネジメントの質の向上を目的とした事業であり、1 回に複数のケースを点検することと

併せ、質の確保のためには各ケースを丁寧に点検する必要性があることを鑑みると、政策目的

達成のために必要な投資コストである。 

 

2) 課題及び今後の進め方 

 住民主体型サービスの普及啓発について、これまで、総合事業や地域での支えあい活動に関す

る普及啓発の一部として実施していたが、個別の事業の認知度が低いことが課題となっている。

今後、普及啓発チラシの内容や配布先、区ホームページへの掲載方法等を工夫し、対象としたい

年齢層（60歳代前後）にあわせた効果的なＰＲ手法を取り入れることで、事業の認知度向上及び

担い手の拡大に取り組む。 

 また、一般介護予防事業等については、引き続き、関係機関等と連携し、より効果的な事業運

営を目指す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「成果の達成状況に対する評価」により抽出、明確化した

課題と今後の進め方を記載 


